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平成30年度重点事業 
（所属：教育部学校教育課）

事 業 名 特別支援教育推進事業(中学校費) 

 

教 育 大 綱 

基 本 方 針 

 

 

摘   要 

  

特色ある学校教育 

 

 

                 

障害等により学校生活全般にわたって支援が必要な生徒に対

して、特別支援教育支援員(かがやきサポーター)を８名配置(現

在５名)し、生活面での自立と学力の向上を図る。 

※支援員一人あたりの生徒数 H29：6.2人、H30：4.2人 

 

 

 

 
 

平成30年度重点事業 
（所属： 教育部学校教育課 ）

事 業 名 英語コミュニケーション能力育成事業 

 

教 育 大 綱 

基 本 方 針 

 

 

摘   要 

  

特色ある学校教育 

 

 

                

・中学校１・２年生の全生徒に対して英語検定料を全額補助 

※中学校３年生は、県で全額補助の予定 

・「拠点校・協力校英語授業改善プログラム」事業による外国

語教育に係る授業改善(拠点校：湯沢南中、湯沢西小 協力

校：雄勝中、雄勝小、三関小、須川小) 

・ＡＬＴ企画による英語コミュニケーション能力育成教室 

・保育園・こども園・幼稚園の英語教室へＡＬＴ派遣 
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平成30年度重点事業 
（所属：教育部学校教育課）

事 業 名 コミュニティ・スクール推進事業 

 

教 育 大 綱 

基 本 方 針 

 

 

摘   要 

  

特色ある学校教育 

 

 

                 

小中一体校舎の湯沢東小・湯沢北中、雄勝小・雄勝中、隣接

校の皆瀬小・皆瀬中の３つを小中連携型のコミュニティ・スク

ールに指定するため、設置準備を進め、平成31年度から運営を

開始する。 

平成31年度以降、他の小中学校についても、小中連携教育及

び学校支援地域本部事業を基盤に段階的に立ち上げ、市内17校

全てをコミュニティ・スクールとする。※最終目標年度は未定。

 
 

平成30年度重点事業 
（所属：教育部生涯学習課）

事 業 名 体育施設改修等事業 

 

 

教 育 大 綱 

基 本 方 針 

 

 

摘   要 

  

スポーツの振興 

 

 

                

湯沢市スポーツ施設整備実施計画に基づく改修整備を行う。 

平成30年度の主な事業 

・Ｂ＆Ｇ海洋センター缶体塗装工事 

・総合体育館屋根及び外壁改修工事 

・稲川スキー場ヒュッテ等建築工事 

・稲川野球場駐車場整備実施設計及び工事 
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平成30年度重点事業 
（所属：教育部生涯学習課）

事 業 名 雄勝郡会議事堂記念館改修事業 

 

 

教 育 大 綱 

基 本 方 針 

 

 

摘   要 

  

歴史文化の保護・継承・活用 

 

 

                 

県指定建造物であり、歴史資料展示拠点施設としても活用し

ている、雄勝郡会議事堂記念館の全館に冷暖房設備を整え、一

年中、快適に立ち寄れる文化財施設としての活用促進を図る。

 

 

 

 

 

平成30年度重点事業 
（所属：教育部生涯学習課）

事 業 名 湯沢文化会館 大ホール吊り天井脱落防止工事 

 

 

教 育 大 綱 

基 本 方 針 

 

 

摘   要 

  

歴史文化の保護・継承・活用 

 

 

                 

大規模地震が発生した場合を想定し、湯沢文化会館の利用者

の安全確保を図るため、平成26年４月１日施行の改正建築基準

法施行令に対応し、湯沢文化会館大ホール（床面積890㎡）の吊

り天井の落下防止対策工事を行う。工期は、平成30年８月下旬

から平成31年３月下旬までを予定している。 
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平成30年度重点事業 
（所属：福祉保健部福祉課）

事 業 名 子どもの未来応援計画策定事業 

 

教 育 大 綱 

基 本 方 針 

 

 

摘   要 

  

特色ある学校教育 

 

 

 

平成26年１月に「子どもの貧困対策の推進に関する法律」が

施行され同年８月には「子供の貧困対策に関する大綱」が策定

された。大綱では、子供の将来がその生まれ育った環境によっ

て左右されることのないよう、また、貧困が世代を超えて連鎖

することのないよう、必要な環境整備と教育の機会均等を図る

子供の貧困対策は極めて重要であるとしている。 

 本市においては、大綱の趣旨に鑑み、平成30年度から34年度

までを計画期間として、現在、計画策定に取り組んでいる。 

 


